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（役員の兼務状況）                            （2016年５月27日現在） 

役職 氏名 
親会社等又は 

そのグループ会社の役職 
就任理由 

常勤監査役 福岡 眞人 
・イオン北海道株式会社 

監査役（非常勤） 

親会社での職務経験、親会

社の関連会社での役員経験

が監査に有益なため 

非常勤監査役 吉岡 征雄 
・イオン北海道株式会社 

監査役（非常勤） 

弁護士として企業法務に精

通しており監査に有益なた

め 

非常勤監査役 後藤 鉄朗 
・マックスバリュ東北株式会社 

監査役（常勤） 

親会社での職務経験、親会

社の関連会社での役員経験

が監査に有益なため 

 

 

（出向者の受入れ状況）                          （2016年２月29日現在） 

部署名 人数 
出向元の親会社等又は 

そのグループ企業名 
出向者受入れ理由 

本社 １名 ・株式会社ＣＦＳコーポレーション 業務体制を強化するため 

本社 ５名 ・株式会社ダイエー 業務体制を強化するため 

店舗 10名 ・株式会社ダイエー 業務体制を強化するため 

  （注）2016年２月29日現在の当社の従業員数は1,030名であります。   

 

 

３． 親会社等との取引に関する事項 

2016年５月19日提出の有価証券報告書に記載の「経営上の契約等」および「関連当事者情報」をご

参照ください。 

 

４． 親会社等との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

当社の親会社であるイオン株式会社および同社のグループ各社との取引に関しては、少数株主保護の

方策に関する指針に基づき、同社グループの総合力強化を意識しながら、当社の事業活動に必要な財・

サービス等の取引が、同社グループ内において可能な場合は、一般の市場取引と同様に交渉の上、決定

しております。また、同社および同社グループ内の各社と取引を行う際には、当社の企業価値向上、当

社株主全体の利益最大化を図るべく決定することとしております。 

 

        以  上  


